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本
紙

号
外

第
五
四
八
六
号
か
ら

第
五
五
〇
四
号
ま
で

第
二
〇
号
か
ら

第
三
九
号
ま
で

特
第
三
号

法
律
・
政
令
・
条
約
に
つ
い
て
は
、
そ
れ
ぞ
れ
の
公
布
の
日
に
「
法
令
の
あ
ら

ま
し
」
が
掲
載
さ
れ
て
い
ま
す
。

※
◎
凡

例

R
件
名
の
上
の
ゴ
シ
ッ
ク
数
字
は
番
号
を
示
す
。

S
件
名
の
下
の
数
字
の
う
ち
、
上
段
は
掲
載
日
、
中
段
の
ア
ラ
ビ
ア
数

字
は
号
外
番
号
、
下
段
は
ペ
ー
ジ
を
示
す
。
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政

令

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

日

号
外

ペ
ー
ジ

一
一

ゴ
ラ
ン
高
原
国
際
平
和
協
力

隊
の
設
置
等
に
関
す
る
政
令

の
一
部
を
改
正
す
る
政
令

二

二

一
二

新
幹
線
鉄
道
に
お
け
る
列
車

運
行
の
安
全
を
妨
げ
る
行
為

の
処
罰
に
関
す
る
特
例
法
の

規
定
を
適
用
す
る
新
幹
線
鉄

道
の
区
間
及
び
日
を
定
め
る

政
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政

令

一
八

二

一
三

危
険
物
の
規
制
に
関
す
る
政

令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令

二
三

二

一
四

地
域
資
源
を
活
用
し
た
農
林

漁
業
者
等
に
よ
る
新
事
業
の

創
出
等
及
び
地
域
の
農
林
水

産
物
の
利
用
促
進
に
関
す
る

法
律
の
一
部
の
施
行
期
日
を

定
め
る
政
令

二
三

三

一
五

地
域
資
源
を
活
用
し
た
農
林

漁
業
者
等
に
よ
る
新
事
業
の

創
出
等
及
び
地
域
の
農
林
水

産
物
の
利
用
促
進
に
関
す
る

法
律
施
行
令

二
三

三

最

高

裁

規

則

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

一

家
事
審
判
規
則
の
一
部
を
改

正
す
る
規
則

八

二

府

令

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

〇
内

閣

府

二

独
立
行
政
法
人
国
立
公
文
書

館
の
業
務
運
営
並
び
に
財
務

及
び
会
計
に
関
す
る
内
閣
府

令
の
一
部
を
改
正
す
る
内
閣

府
令

七

一

三

沖
縄
総
合
事
務
局
組
織
規
則

の
一
部
を
改
正
す
る
内
閣
府

令

二
八

一

省

令

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

〇
総

務

省

一

接
続
料
規
則
の
一
部
を
改
正

す
る
省
令

一
20

二

二

接
続
料
規
則
の
一
部
を
改
正

す
る
省
令
の
一
部
を
改
正
す

る
省
令

一
20

一
一

三

地
方
公
務
員
災
害
補
償
法
施

行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る

省
令

一
五

二

四

非
常
勤
消
防
団
員
等
に
係
る

損
害
補
償
の
支
給
等
に
関
す

る
省
令
の
一
部
を
改
正
す
る

省
令

一
五

二

五

危
険
物
の
規
制
に
関
す
る
規

則
等
の
一
部
を
改
正
す
る
省

令

二
三
35

一

六

電
波
法
施
行
規
則
の
一
部
を

改
正
す
る
省
令

二
五
38

一

〇
総

務

省
、
財

務

省
、

厚
生
労
働
省
、
農
林
水
産
省
、

経
済
産
業
省
、
国
土
交
通
省
、

環

境

省

一

地
域
資
源
を
活
用
し
た
農
林

漁
業
者
等
に
よ
る
新
事
業
の

創
出
等
及
び
地
域
の
農
林
水

産
物
の
利
用
促
進
に
関
す
る

法
律
に
基
づ
く
研
究
開
発
・

成
果
利
用
事
業
計
画
の
認
定

等
に
関
す
る
省
令

二
八
39

二

〇
法

務

省

三

法
務
局
及
び
地
方
法
務
局
の

支
局
及
び
出
張
所
設
置
規
則

等
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

二
五

二

〇
文
部
科
学
省

二

試
験
研
究
の
用
に
供
す
る
原

子
炉
等
に
係
る
放
射
能
濃
度

に
つ
い
て
の
確
認
等
に
関
す

る
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る

省
令

一
20

一
一

三

特
定
先
端
大
型
研
究
施
設
の

共
用
の
促
進
に
関
す
る
法
律

施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す

る
省
令

七
24

一

四

公
立
学
校
の
学
校
医
、
学
校

歯
科
医
及
び
学
校
薬
剤
師
の

公
務
災
害
補
償
の
基
準
を
定

め
る
政
令
施
行
規
則
並
び
に

独
立
行
政
法
人
日
本
ス
ポ
ー

ツ
振
興
セ
ン
タ
ー
に
関
す
る

省
令
の
一
部
を
改
正
す
る
省

令

一
五

二

〇
文
部
科
学
省
、
経
済
産
業
省
、

国
土
交
通
省

一

核
燃
料
物
質
等
の
工
場
又
は

事
業
所
の
外
に
お
け
る
運
搬

に
関
す
る
規
則
の
一
部
を
改

正
す
る
省
令

一
20

一
一

〇
厚
生
労
働
省

一
三

労
働
基
準
法
施
行
規
則
及
び

労
働
者
災
害
補
償
保
険
法
施

行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る

省
令

一

二

一
四

船
員
保
険
法
施
行
規
則
の
一

部
を
改
正
す
る
省
令

一

二

一
五

毒
物
及
び
劇
物
取
締
法
施
行

規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省

令

一

三

一
六

外
国
医
師
等
が
行
う
臨
床
修

練
に
係
る
医
師
法
第
十
七
条

等
の
特
例
等
に
関
す
る
法
律

施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す

る
省
令

一
〇
27

一

一
七

臨
床
検
査
技
師
等
に
関
す
る

法
律
施
行
規
則
及
び
医
療
法

施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す

る
省
令

二
三

五

˜
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